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条 2 項 5 号1（旧 GWB20 条 3 項2に該当する）の違反を認める判決を下した3。
BGH が認めたエデカによる 19 条 2 項 5 号の違反行為は、カルテル庁決定主文
の 9 項目の内、3 項目と 1 項目で挙げられた 2 違反類型の内一つである。その








られる 2014 年食品小売業「部門調査」、さらに 1980 年の規定導入以来、数次
にわたる改正時になされた利益強要禁止の規制に対する独占委員会の反対論5
                                                          
1 GWB19 条 2 項 5 号については以下、単に 19 条 2 項 5 号という。 
2 エデカ事件における違反行為時の適用条項は第 7 次 GWB 改正による旧 20 条 3 項で
あるが、後掲のⅠ、6 の「（2）第 8 次 GWB 改正」で述べるように同項の規定内容
は第 8 次 GWB 改正により 19 条 2 項 5 号となった。BGH は新旧両条項を併記して
いる。この点はカルテル庁決定も同様である。 
3 BGH, 23.01.2018 - KVR 3/17-Hochzeitsrabatte．参照、柴田潤子「EU における優
越地位の濫用」公正取引 817 号（2018）15 頁以下。 
4 BGH, 15.11.2016 - KVZ 1/16. 
5 独占委員会は、企業集中の状況、企業結合規制の運用、その他の競争政策上の当面
の諸問題について調査を行い、報告書を作成・公表する（GWB44 条 1 項）。独占委
員会は、政府に対して競争政策、競争法，政府規制に関する分野の助言する役割を
有し、行政処分の権限はない。Dreher/Kulka, Wettbewerbs-und Karetellrecht, 







件の BGH 判決等の検討を行う意図は、以下の点にある。 
カルテル庁決定を全面的に覆したエデカ事件控訴審判決に対しては、19 条 2


















                                                                                                                                 
場合に作成される特別報告書がある。これらの報告書は連邦政府に提出される。定
期報告書については、連邦政府は遅滞なく議会に送付するとともに、相当の期間内
に当該報告書に対する見解を議会に対して表明しなければならない（同 44 条 1 項 3
項）。 
6 後掲Ⅰ、9、ⅳ）に掲げたブンテ教授の判例評釈である。 
7 参照、服部育生「競争制限禁止法における市場支配的濫用の 3 行為類型」名古屋学
院大学論集：社会科学編 27 巻 3 号（1991）125 頁以下。 




























                                                          
9 拙稿「原処分対象事業者の約 4 分の 1 について優越的地位なしとされた事例――公






























                                                          
10 参照、白石忠志『独禁法講義第 8 版』（2018）35 頁。 
































Ⅰ．GWB19 条 2 項 5 号の立法史と運用実績 
１．本規定の導入 
（１）受動的差別禁止としての需要力濫用規制 
現行の 19 条 2 項 5 号の利益強要禁止規定は、1980 年の第 4 次 GWB 改正12に
より導入された旧 26 条 3 項に遡る。 







力な事業者による差別禁止）14。さらに、同項 3 文は従属性の推定規定をおく15。 
そして第 3 項 1 文において、他の事業者に対する実質的正当化のされない優
位の条件を提供させる勧奨行為を禁止する16。 
同 2 文は市場で有力な事業者に対し同様な行為を禁止する17。 
                                                          
12 参照、杉浦市郎「西ドイツ競争制限禁止法における差別禁止規定について―第 2 次
改正および第 4 次改正を中心として」愛知大法経論集 108 号（1985）1 頁。 
13 参照、柴田潤子「ドイツ競争制限防止法におけるボイコットの規制―26 条 1 項を手
掛かりとして」上智法学論集 41 巻 4 号（1998）203 頁。 
14 「第 1 文は、他の事業者に回避する十分かつ合理的な可能性をもたない一定の商品
役務の供給者又は需要者に従属する事業者及び事業者団体に適用する」。 




16 旧 GWB26 条「2 項 1 文の意味で市場支配的事業者及び事業者団体は、取引に際し
て、実質的正当化理由がないのに、他の事業者に優位の条件を提供するよう勧奨し
てその市場地位を用いてはならない」。 
17 旧 GWB26 条 3 項「第 1 文は、2 項 2 文の意味で事業者が他の事業者及び事業者団
体に従属する関係にある場合には、当該他の事業者及び事業者団体にも適用される」。
この 1980 年 26 条 3 項 2 文は、この後の 1989 年第 5 次 GWB 改正で、旧 GWB26
8 
旧 26 条 3 項は供給者による「受動的な」差別行為として規定された18。この
点は、立法者意思から確認される。「新規定は、市場で有力な需要者によって強
いられたゆえに、実際供給業者に責めを負わせられない外部から行われた差別
行為も把握できるようにする」改正である19。さらに、旧 26 条 3 項は、上記の





                                                                                                                                 
条 2 項 2 文が中小事業者の保護に限定された事に伴い、「従属する関係」について中
小事業者に限られる事になった。 
18 Langen/Niederleithinger/Ritter/Schmidt, Kommentar zum Kartellgesetz, 6th. 
Aufl. (1982), S.936, Emmerlich/Lannge, Rn.88（需要者の競争者に及ぶ不利な効果
に係る間接的妨害），Wanderwitz, Der Missbrauch von Nachfragemacht nach §20 
Ⅲ GWB（2013），S.43（「受動的な供給者による差別」）． 
19 BT-Drucks. 8/2136（dipbt.bundestag.de の HP より入手）S.25． 
20 政府草案理由書は以下のように述べる。旧「26 条の妨害・差別禁止についてここで
提案されている補完は、需要サイドから生じた（旧）26 条 2 項 1 文の意味で不当妨
害と差別を補足する場合に生じる困難の除去を目指す。かかる変更は、（旧）26 条
2 項 1 文及び 2 文でこれまで規定されたように、市場で有力な地位の濫用に対して
専ら対応する。すなわち、競争において望まれる交渉範囲はそのまま保証される」。
BT-Drucks. 8/2136, S.15. 
 上記の市場で有力な地位の濫用を問題にする考え方は、規範名宛人の意図として、
競争における不当な地位を得る、主観的な要件指標を問題にする考え方から導かれる。
Immenga, Schwerpunkte der Vierten Novelle zum Gesetz gegen 

























                                                          
22 連邦経済省の初期の政府草案では、「2 項の意味での事業者は、取引に際して、実質
的正当化理由がないのに、他の事業者に優位の条件を提供するよう勧奨してはなら
ない」という包括的な規定であった。 Markert in Immenga/Mestmäcker, 
GWB(1981)§26 Rn.324．当該草案は、以下に述べる独占委員会などの批判を受けて
修正された。後掲Ⅰ、1 の（3）を参照。 
23 Monopolkommission,Mißbräuche der Nachfragemacht und Möglichkeiten zu 
ihrer Kontrolle im Rahmen des Gesetzes gegen Wettbewerbsbeschränkungen, 
Sondergutachten 7（1977）（以下 Sondergutachten 7 と略称）．なお本特別意見書
の策定に係った独占委員会メンバーは以下の通りである。委員長メストメッカー


























規定の体系的構成による解釈を重視。第 4 次 GWB 改正法の規定（旧 26 条 3
項 1 文）によれば、旧 26 条 2 項 2 文の意味において、市場で有力な事業者に








                                                          





『利益強要』の禁止〔2 完〕」（拙稿・利益強要 2 と略称）高千穂論叢 47 巻 2 号 14
頁以下、同「相対的市場力の濫用と公正な競争秩序」『経済法の現代的展開』(2017)310
頁以下。 
26 Sondergutachten 7（前掲註 23），Tz. 231． 









が付加された経緯が注目される。当該文言は 2017 年の第 9 次 GWB 改正によ
り削除されることになる。 
 
（４）旧 GWB26 条 3 項に対する評価 
（a）体系的位置付け（差別禁止）の問題点 










供給業者による受動的差別行為においては、旧 26 条 2 項における差別行為の
                                                          
28 Vgl., Markert, in Immenga/Mestmäcker, GWB, 5Aufl (2014) §26, Rn. 324. 
29 受動的差別禁止の第 4 次ＧＷＢ改正による立法化が、旧 GWB20 条 1 項を補完する
ための「教唆要件」として導入された経緯については、拙稿「ドイツ競争法制にお
ける『利益強要』の禁止〔1〕」高千穂論叢 47 巻 1 号 79 頁。 
30 Langen/Bunte, Kommentar zum deutschen und europäischen Kartellrecht, Band 
1, 9Aufl. (2001) §20, Rn.209（本規定は、市場で有力な事業者がより有利な買取条
件を獲得することを、相手方供給業者に係りなんら不当な妨害や差別行為とするも
のでない）（Langen/Bunte と略称）． 

















                                                          
32 政府草案理由書も述べる通り、旧 GWB26 条 2 項は供給者側のみならず、需要者側
にも適用可能である（BT-Drucks. 8/2136, S.25）が、運用例は供給者側の事例に集
中していた。そこで第 4 次改正は需要力の濫用に対処する旧 26 条 3 項が導入された
がその背景的事情については、杉浦・前掲註 11、23 頁以下を参照。 
33 Langen/Bunte（前掲註 30）, §20, Rn.209． 
34 ノースデュルフトは、OLG Hamm WRP 2002 747 (2002)-Anzapfen の判例を挙げ
て、裁判所により、不正競争防止法の規範名宛人の地位を前提にしない規制による
解決が選択されたとする。Nothdurft,in Langen/Bunte, Kartellrecht, 13. Auflage. 
(2018),  §19, Rn.221．この 2002 年のハンブルク控訴裁判所の判決については以下







向性にあって特色がある。同・拙稿、11 頁及び註 112 参照。 
35 Langen/Niederleithinger/Ritter/Schmidt, Kommentar zum Kartellgesetz, 6th. 






２．中小事業者への保護の限定（第 5 次 GWB 改正） 
1989 年の第 5 次改正は、旧 GWB26 条 2 項の従属的事業者に対する実質的
に正当化されない差別の禁止について、従属的事業者を中小事業者に限る改正
をした。その結果受動的差別禁止に係る旧 GWB26 条 3 項も、「2 項 2 文の意味
で…従属的関係にある」事業者は、中小事業者に限定されることとなった36。 
 
３．旧 GWB20 条 3 項への移行（第 6 次 GWB 改正） 
その後、1999 年の第 6 次 GWB 改正37により旧 22 条（市場支配的事業者に対
する濫用監視）は、旧 19 条に規定され、同じく改正前の旧 26 条 2 項から 4 項
（差別行為の禁止、優位の条件供与禁止、中小規模の競争者に対する不当妨害
の禁止）は旧 20 条 1 から 4 項に移行された38。旧 26 条 3 項は内容の変更なく
旧 20 条 3 項へ移行した。既に後に改正される供給業者に対する「勧奨」の文言
に係る疑問が提示されていたが、今次改正では採用されるに至らなかった39。 
 
４．「要求」と「利益」（第 7 次 GWB 改正） 
（１）「勧奨」と「要求」の併記 
交渉過程へ関与する立法者意図。2005 年の第 7 次 GWB 改正により、受動的
差別に係る特徴を示す規定の一つである供給業者に対する「勧 奨
（Veranlassung）」について「要求（Aufforderung）」の文言が併記された40。
                                                          
36 Begründung zum Regierungsentwurf der Fünften GWB-Novelle, BT-Drucks. 
11/4610 (30.05.1989) S. 21 f. 
37 泉水文雄「ドイツにおける競争政策―1998 年の第 6 次改正とその後」神戸大学 HP  
<http://www2.kobeu.ac.jp/~sensui/sensui01.pdf>から入手。 
38 Eisenkopf, Mehr Wettbewerb durch 6. GWB-Novelle?, Wirtschaftsdienst 1998, X, 
626, 630. 
39 Vgl., Köhler, Das Verbot der “Veranlassung” zur Diskriminierung - Resignation 
oder Reform? BB, 1998, 113. 















2007 年のいわゆる「価格濫用改正法」によって、旧 GWB20 条 2 項の意味
で保護される供給業者について、中小企業に限定していた旧 20 条 3 項 2 文の
規定を削除し、全ての従属的事業者（abhängigen Unternehmen）に改め、そ
                                                                                                                                 




れる」と規定し、第 1 文の市場支配的事業者等や第 2 文の「市場で有力な事業者
（marktstarke Unternehmen）」による「受動的差別（passiveDiskriminierung）」
を禁止する。 
41 BT-Drucks. 15/3640（dip21.bundestag.de の HP より入手），S.74．後掲註 43 参照。 
42 Nothdurft,in Langen/Bunte, Kartellrecht, 13. Aufl．(2018)，§19, Rn.221, 239． 
43 この要件は当初、連邦参議院で提案され、両院協議会（Vermittlungsausschuss）
において規定された。BT-Drucks．15/5735（dip21.bundestag.de の HP より入手），
S.2, Zu Artikel 1, 3. b）．連邦参議院の当初提案は、結果として失敗に終わった交渉




院 協 議 会 で 連 邦 衆 議 院 の か か る 限 定 は 退 け ら れ た 。 Markert,in 
Immenga/Mestmäcker,GWB, 5Aufl（2014），§19, Rn.367． 
ドイツ需要力濫用規制の問題点 
15 
の対象を広げた44。この旧 20 条 2 項の意味で保護される供給業者の範囲に関す
る改正は、5 年間の時限立法であった45。 





６．大規模供給業者の保護（2013 年第 8 次 GWB 改正） 
（１）独占委員会による規制強化反対論 
（a）大規模製造業者に対する保護（消極） 
第 8 次 GWB 改正に先立ち独占委員会は、旧 20 条 3 項 2 文の保護範囲を大規
模製造業者に拡大することに反対する（上記 5 年間の時限立法の延長に反対す







                                                          
44 Gesetz zur Bekämpfung von Preismissbrauch im Bereich der Energieversorgung 
und des Lebensmittelhandels 18. 12. 2007 BGBl. I-2966 Zu Artikel 1, 2. a). 立法
理由については参照、Bericht 2007 BT-Drucks 16/7156（dip21.bundestag.de の
HP より入手）S.10． 
45 §§19 ff. GWB‐neu gem. Art.1 Nr. 5 ff. BT‐Drs. 17/9852（31.5.2012）und Nr. 1a）
und b）BT‐Drs. 17/11053（17.10.2012）（18 条から 21 条までの新規定）． 
46 Neunzehntes Hauptgutachten der Monopolkommission gemäß §44Abs.1.Satz 1 
GWB, Stärkung des wttbewerbs bei Handel und Dienstleistungen（2012）（以下
Hauptgutachten 19 と略称），Tz.1001ff．本報告書策定メンバーは以下の通りであ











（２）第 8 次 GWB 改正 
（a）需要力濫用規制の GWB 体系上の整備 
2012 年 10 月ドイツ連邦議会は第 8 改正案を可決し、受動的差別の禁止に
係る市場で有力な事業者に関する旧 GWB20 条 3 項 2 文の規定について、第 1
文の市場支配的事業者による受動的差別の禁止と共に、上記の独占委員会の勧
告にもかかわらず、新しく整備された 19 条の「市場支配的事業者の禁止行為」






                                                                                                                                 
条 3 項 2 文における保護範囲の大規模供給業者への拡張を 2012 年末で打ち切ると










立場に立つとき問題があると示唆する。Hauptgutachten 19, Tz. 1145. 
49 §§19 ff. GWB‐neu gem. Art.1 Nr. 5 ff. BT‐Drucks. 17/9852（31.5.2012）und Nr. 
1a）und b）BT-Drucks. 17/11053（17.10.2012）（dip21.bundestag.de の HP より












旧 20 条 3 項 2 文は 2012 年 12 月 31 日までの効力期間を限る時限規定であっ
たが、さらに 5 年間の時限立法とする改正をしないで、永続的な規定とされた53。 
 
７．エデカ事件控訴審判決への対応（2017 年第 9 次 GWB 改正） 
（１）法目的の変更の明確化；受動的差別禁止から利益強要禁止へ 
エデカ事件控訴審判決がカルテル庁の主張を全面的に退けた結果を受け、立法




                                                          
50 政府草案は、カルテル庁の実務で保護対象の拡大規定について、効力延長の必然性
は何ら認められないとする。BT-Drucks. 17/9852, S.24（この 4 年間で 2 件の適用







51 BT-Drucks. 17/13720（05.06.2013）（dip21.bundestag.de の HP より入手），S.2． 
52 Nothdurft,in Langen/Bunte, Kartellrecht, 13. Auflage．（2018），§19, Rn. 221． 
53 BT-Drucks. 17/11053（dip21.bundestag.de の HP より入手），S.18，B. Besonderer 
Teil, Zu Buchstabe b（Nummer 7）． 





















                                                          
55 Vgl.,Murach,Anzapfverbot, in Kersting/Podszun, Die 9. GWB-Novelle (2017) 
(Murach, Anzapfverbot と略称), Rn.３. 
56 連邦議会は、実質的正当化の判断基準に係る新たな 2 要件のうち、「後付け可能性」






とは許されない」。BT-Drucks.18/10207,S.52 zu §19, zu Buchstabe a. 





























同様である」。BT-Drucks.18/10207,S.52 zu §19, zu Buchstabe a. 
 BT-Drucks.18/10207, S.52 zu §19, zu Buchstabe a. 
58 BT-Drucks.18/10207, S.52 zu §19, zu Buchstabe a. L.. Murach, Anzapfverbot, Rn.19. 
59 BT-Drucks.18/10207, S.51 zu §19, zu Buchstabe a. Murach, Anzapfverbot, Rn.19. 
60 Murach, Anzapfverbot（前掲註 55）,Rn.19. 
61 後掲Ⅸを参照。 
62 BT-Drucks.18/10207, S.52 zu §19, zu Buchstabe a. Murach, Anzapfverbot,Rn21. 
63 Lettl, Das sog. Anzapfverbot des § 19 Abs. 2 Nr. 5 GWB in seiner neuen Fassung, 
WRP 2017, 641,645-646, Rn.18. 
64 Lettl, WRP 2017（前掲註 63），Rn.18. 
20 
８．19 条 2 項 5 号立法史のまとめ 
ⅰ）受動的差別禁止の初期規定から、利益強要禁止の現行規定へと目的の変更
があった。 










ⅳ）本規制の初期規定以来、旧 GWB20 条 2 項の意味で保護される供給業者に
ついて、中小企業に限定していた旧 GWB20 条 3 項 2 文の規定を削除し、全て














ⅱ）マーケルト教授は、旧 GWB26 条 3 項による導入以来 2012 年末まで、カ
ルテル庁は「80 件だけの手続き」を取るに過ぎないとする。そして「カルテ
ル庁の実務で（19 条）2 項 5 号は、これまで大きな意義を有してこなかった」
と結論付けるが、かかる評価が学説の一般的傾向である67。 
ⅲ）エデカ事件のカルテル庁決定は、「従属性」や「実質的な正当化理由のない




                                                          
65 連邦カルテル庁の HP から、1981 年から 2018 年までの年次報告書に基づき、GWB
の過料手続き及び差止手続きに関する各条項の運用状況一覧表を基に、旧 GWB26
条 3 項、同 20 条 3 項、現行 19 条 2 項 5 号の手続き数を、「カルテル庁年次報告書
による手続き数」としてまとめた（本稿［1］末尾の付録を参照）。Bundeskartellamt, 
Bericht des Bundeskartellamtes über seine Tätigkeit in den Jahren 1981/1982～
2015/2016 sowie über die Lage und Entwicklung auf seinem Aufgabengebiet. 
66 搾取濫用の運用状況については、1994 年までであるが、山部教授の下記論稿参照。
山部俊文「ドイツ競争制限禁止法における市場支配的企業の濫用行為の規制につい
て」一橋大学研究年報 29 号（1997）18 頁。 
67 Markert, in Immenga/Mestmäcker, GWB, 5Aufl. (2014), §19, Rn.366 & Fn.1237. 
マーケルト以外にも、19 条 2 項 5 号の運用実績の乏しさに関して、以下の指摘がある。
Westermann, in Münchener Kommentar, Band 2,２Aufl. (2015), §19, Rn.173（この
規定の実務上の意義は限られている。カルテル庁は数多くの手続きを進めたが、そも
そ も 差 止 命 令 は 1999 年 の メ ト ロ 事 件 ま で 存 し な か っ た ）， Gayk, Das 
Hochzeitsrabattverfahren, WuW 2019, 245）（長期にわたり 19 条 2 項 5 号は、行政
実務と判例において、「影のような存在」であった），Lettl, Zur Anwendung von § 19 
Abs. 2 Nr. 5 GWB (ggf. i. V. m. § 20 Abs. 2 GWB) insbesondere auf 
Preisverhandlungen zwischen marktmächtigen Unternehmen und Lieferanten, 
WRP 2016, (Teil II) 935,940 Rn.38.（エデカ事件のカルテル庁決定は、19 条 2 項 5 号
の適用により、相対的に市場力ある需要者と従属的供給業者の間における、契約交渉
の当事者に対する一般的基準を初めて展開するものであった），Dreher & Kulka, 
Wettbewerbs-und Kartellrecht, 10 Aufl. (2018), §11 Rn.1262（本規定は民法 134 条
の民事法上の、そして GWB33a 条 1 項のカルテル法上の、双方の損害賠償請求権を
認めるにもかかわらず、実務上何ら大きな役割を果たしてこなかった）． 
68 BkartA, 03.07, 2014-B2-58/09, S.6-EDEKA.  






ⅴ）ケーラー教授は、旧 GWB20 条 3 項の規制について効率的でなく、実際上
これからも運用されることはないと予測する71。さらに 2013 年時点における










1 項  一又は複数の事業者による市場支配的地位の濫用的行使は、禁じられる。 
                                                          
70 Bunte, Zum Missbrauch einer marktbeherrschenden Stellung durch Aufforderung 
zur Gewährung ungerechtfertigter Vorteile (“Hochzeitsrabatte II”), EWiR 2017, 
157, 158. Vgl., Northdurft, in Langen/Bunte, Kartellrecht,13 aufl. §19 Rn.226. 
71 2012 年に集中的に進められた第 8 次 GWB 改正手続きにおいて、GWB19 条 2 項 5
号（改正前法 20 条 3 項）の受動差別禁止規定の問題点が論議されたが、連邦衆議院
の経済技術委員会が開催した改正法問題の公聴会（6 月 27 日）において、ケーラー
教授の述べた発言である。Deutscher Bundestag 17. Wahlperiode, Protokoll 
Nr.17-74, Ausschuss für Wirtschaft und Technologie, Wortprotokoll, 74.Sitzung 
Öffentliche Anhörung, -Drucksache 17/9852, S.48. 参照、拙稿「ドイツ酪農乳業に
おける需要力の濫用」高千穂論叢 48 巻 1 号（2013）109 頁及び註 202。 
72 後述する 2013 年法律鑑定意見書による（後掲Ⅱ、2 の（1）を参照）。 
73 第 6 次 GWB 改正以後、非公式手続きである警告はカルテル庁の実務で通常行われ
る。警告対象事業者が問題行為を取止めれば、正式手続きを略す事ができるメリッ
トがある。Klose, in Hanndbuch des Kartellrecht, 3Aufl. (2016),§53 Rn.146ff. 警
告通知の発した後、カルテル庁は何らの手続きを開始しない結果も許される。Bach, 
in Immenga/Mestmäcker, GWB, 5Aufl (2014), §54, Rn.6. 
ドイツ需要力濫用規制の問題点 
23 
2 項  市場支配的事業者は、一定の種類の商品又は役務について供給者又は
需要者として、特に以下の場合に濫用が存する 
1 号  他の事業者を直接又は間接に不当に妨害する、あるいは実質的な正当化
理由なくして直接又は間接に他の事業者を同種の事業者と異なって扱う
場合； 
2 号  有効な競争が存すれば、高い蓋然性をもって回避できた対価又はその
他の取引条件を要求する場合；この場合に、特に有効な競争の存在する
比較可能な市場を考慮しなければならない； 
3 号  その価格が実質的に正当化される同種の買い手の存する、市場支配的
事業者自らの比較可能な市場よりも、不利な価格又はその他の取引条件
を要求する場合； 
4 号  ―略 




第 20 条 相対的ないし優越する市場力をもつ事業者の禁止行為 








第 2 項 第 19 条 1 項は、2 項 5 号と合わせて、従属的な関係にある事業者
と事業者の団体にも適用する。 
24 
第 3 項 中小の事業者に優越的な市場力をもつ事業者は、当該競争者を直接
又は間接に不当に妨害することとなる市場力の行使をしてはならな
い。第 1 文の意味での不当な行使は、特に以下の場合に存する。 
第 1 号 事業者が食品及び飼料法（Lebensmittel-und Futtermittelgesetzbuch）
の 2 条 2 項に規定する食料品を原価を下回る価格で販売する場合、又は 
第 2 号 事業者が他の商品又は役務を単に一時的でなく原価を下回る価格
で供給する場合、または、 










2007 年価格濫用禁止法による GWB 改正 
１．独占委員会の需要力規制強化反対論（2007 年） 
（１）概要 
ドイツ独占委員会は、いわゆる「2007 年価格濫用改正法」74による GWB 改
正に際して、「エネルギー産業及び流通業における価格コントロールか？GWB
改正法に関して」と題する特別意見書を公表した。それによれば、食品小売業
分野の調達市場における価格濫用行動の問題が検討され、旧 GWB20 条 3 項改
                                                          
74 Gesetz zur Bekämpfung von Preismissbrauch im Bereich der Energieversorgung 
und des Lebensmittelhandels, vom 18.12.2007 (BGBl. I 2007 S. 2966); 

























                                                          
75 Monopolkommission,Sondergutachten 47: Preiskontrollen in Energiewirtschaft 
und Handel? Zur Novellierung des GWB（2007）（以下 Sondergutachten 47 と略称）． 
76 後掲の「Ⅰ，5 中小企業保護に限定する規定の削除（2007 年「価格濫用改正法」）」
参照。 
77 Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.78. 

























                                                          
79 A.a.O., Tz. 79 
















旧 GWB20 条 4 項（現 19 条 3 項 1 号、2 号）において、仕入れ原価割れの価

















                                                          
82 流通業者は何ら、長期に仕入れの超過高価格を支払うものではない。そうでなけれ
ば、結局これは 終消費者の負担になる。A.a.O., Tz.81. 
83 Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.82. 





























ク効果として示される。Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.85. 探索コストを含
む「取引費用の諸要素」について、以下を参照。クーター／ユーレン（太田勝造訳）
『新版・法と経済学』（1997）134 頁以下。 
























効率である。Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.86. 参照。林寛美「外部不経済
の内部化における経済的手段の有効性」文京学院大学外国語学部文京学院短期大学
紀要第 6 号（2007），263 頁以下。 






の許容範囲の画定と評価の困難性が増す。Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.89. 






























機能喪失させる危険がある。Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.92. 
92 Sondergutachten 47, Tz.93-94. その適用領域は、継続的な取引関係の枠内で遡及的
な契約変更が求められている場合のような、体系的、経済的に正当化されない差別
要件に基づく場合に非常に狭く限られる。Sondergutachten 47, Tz.91. 






























                                                          
94 Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz. 96. 
95 Sondergutachten 47, Tz. 96. 
32 
濫用監視の対象とされるべきでない96。幾つかの流通事業者による規模に条件












                                                          











Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz.96. 
98 この議論は、供給サイドの競争保護についての論争を前提にする。すなわち、旧








おいて何ら特別の保護を必要としない。Sondergutachten 47, Tz.97. 






















の回避可能性に関するかかる根拠が、立法者をして第 5 次 GWB 改正におい
て、市場で有力な事業者に対する濫用監視を明らかに中小業者との関係に限
定させた104。、従って、大規模事業者が多くの場合十分な回避可能性を任意
                                                          
100 Sondergutachten 47, Tz. 97. 
101 Sondergutachten 47, Tz. 97. 
102 これは流通業の視点からその製品が特に重要であるか、あるいはむしろ放棄できな










（６）旧 GWB20 条 3 項 2 文の廃止論 










                                                                                                                                 
由を行使する。このような評価が、とりわけ一方において市場で有力な供給業者と
の関係において、他方では大規模流通業者の間において可能である。立法者は濫用
規制の中心に市場で有力な流通事業者がいる旧 GWB20 条 3 項の意味における利益
の提供について、中小企業者に限定している。以上が、独占委員会による立法意思
についての見解である。Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz. 98. 
105 独占委員会は補足的に、競争者の保護でなく動態的な市場過程を維持する要請を挙
げる。「大規模な供給業者について規範の適用範囲に組み入れるならば、何れの場合









で多様な価格と種類の製品の複合を期待できる。Sondergutachten 47, Tz.77. 参照、
拙稿「ドイツにおける需要力の規制理論」高千穂論叢 47 巻 4 号 2 頁。 
107 Nachfragemacht und unlautere Handelspraktiken im Lebensmitteleinzelhandel, 
Rechtsgutachten erstellt im Auftrag der Oxfam Deutschland e.V. durch Prof. Dr.  


































Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）,S.9. 
109 根岸哲「優越的地位の濫用規制に係る諸論点」日本経済法学会年報 27 号（2006）
21 頁。 
110 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）,S.8-9．違反申告が行なわれない問題とは、


























                                                          
111 Köhler, Rechtsgutachten （ 前 掲 註 107 ） , S.9-10, Monopolkommission, 
Sondergutachten 47（前掲註 75）, Tz. 78-79． 



























約 101 条 3 項又は GWB 2 条 1 項の条件の下でのみ正当である）116。 
                                                          
113 Köhler, Rechtsgutachten, S.10. 
114 Vgl., Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107），S.10. 

































117 Monopollkommission, a.a.O（前掲註 73）, Tz. 80. 
118 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）, S.11. 

































威嚇は可能である（ケーラー）。Köhler, Rechtsgutachten, （前掲註 107） S.11. 






合 併 規 制 に 係 る 規 定 は EU 連 合 の 法 に お い て 、 す な わ ち EG- 
Fusiondkontrolleverordnug（「欧州共同体企業結合規則」）とドイツカルテル






                                                          
122 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107），S. 12. 
123 Verordnung (EG) Nr. 139/2004 des Rates vom 20. 01. 2004 über die Kontrolle von 
Unternehmenszusammenschlüssen, OJ L 24, 29.1.2004,1.欧州ないしドイツ法適
用の基準は、合併が共同体の範囲における重要性をもつか、あるいは国家的な重要
性を持つかの点から、判断される。合併は、基本的に有効な競争を著しく阻害する
場合に禁止される（参照、欧州共同体企業結合規則 2 条 3 項；GWB36 条 1 項 1 文）。
供給サイドないし需要サイドにおいて、このような地位が存するか否かは重要では
ない。ケーラー鑑定書の記述（GWB36 条 1 項 1 号の改正をした 2013 年第 8 次 GWB
改正以前である。）は、合併禁止基準市場について、支配的な地位を築く、ないしそ
れ を 強 化 し 、 そ れ に よ り 競 争 を 実 質 的 に 妨 げ る 場 合 と す る 。 Köhler, 
Rechtsgutachten, S.12-13. Vgl., Lettl, Kartellrecht, 4. Aufl.（2017），§10 Rn.1.42. 
124 かかるケーラーの予測にもかかわらず、エデカは Tengelmann 社から 451 店舗を買
収する統合を 2014 年 11 月に申請した。BKartA, 31.03.2015-B2-96/14, “EDEKA/ 






なおこの事件では、カルテル庁の禁止決定の後、2015 年 4 月 28 日に両当事会社は
連邦経済エネルギー大臣の承認を申請した。連邦経済エネルギー省（BMWi）の勧
告を受ける前記大臣により 2016 年 3 月 9 日条件付きで、大臣承認が下された。2016
年 7 月 12 日、利害関係者の不服申し立てにより、デュッセルドルフ控訴裁判所が


















需要力に焦点を当てている。かかる規定は第 8 次 GWB 改正により変更された
が、現時点で変更は決着していない（ケーラー）128。 
                                                                                                                                 
その後、利害関係者がエデカと和解に合意し、エデカの申立てが取り下げられてい
る。https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H30FY/000740.pdf． 
125 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）, S.13.  
 垂直的一括適用除外規則（Gruppenfreistellungsverordnung; GVO）2 条の場合の







機能条約 101 条 3 項の免除が考えられる。結果的に GWB について異なった判断を
するものでない。A.a.O. 
126 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）, S.14. 
127 Köhler, Rechtsgutachten, S.13-14. 
128 同項の規定は上位の EU 法、とりわけ EU 機能条約 102 条に反しない。従って、欧
州共同体規則 VO(EG)1/2003 の 3 条 2 項 2 文によって加盟国はその統治権において
42 
（e）需要力濫用規制に係る規定（旧20条3項）の解釈 











旧 GWB20 条 3 項の適用は連邦カルテル庁の実務において非常な困難に直面し
ている。明らかに近年、GWB20 条 3 項に基づいた禁止処分は下されておらない131。 
（g）規定の法政策的批判に対する反論 
独占委員会はその特別意見において GWB の改正立法を「流通業における価




                                                                                                                                 
より強固な内国規定によりつつ、事業者の一方的な行為の禁止ないし処罰を妨げら
れない。Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）,S.14. 





として、当時不確実であるとされた。Köhler, Rechtsgutachten, S.14-15. 
131 Köhler, Rechtsgutachten（前掲註 107）,S.15. これは個別事案で大規模な調査を要











られた措置は、旧 GWB20 条 3 項の適用において問題にされていない。むしろ規
定の視点から通常、流通業者の要求は競争企業を圧倒する動機による133。 
（i）現行システムの不確実性；需要者の競争者保護による問題 














Rechtsgutachten（前掲註 107），S.15.   







題」は解決されない。また旧 GWB20 条 3 項に対する違反は秩序違反として処罰で
きるけれども、許された「厳しい交渉のやり取り」と利益供与に関する禁じられた



















                                                          




業における需要力の濫用」高千穂論叢 48 巻 1/2 号（2013）109 頁以下。 





138 Directive 2005/29/EC of the European Parliament and of the Council of 
11.05.2005 concerning unfair business-to-consumer commercial practices in the 
internal market and amending Council Directive 84/450/EEC, Directives 
97/7/EC, 98/27/EC and 2002/65/EC of the European Parliament and of the 
Council and Regulation (EC) No 2006/2004 of the European Parliament and of 
the Council [2005] OJ L149, 22. 
139 Council Directive 93/13/EEC of 05.04.1993 on unfair terms in consumer 














































































                                                          
140 「事業者は取引相手に対し不正な、均衡を欠く又は反対給付の存しない条件及び給





142 欧州委員会は、2009 年 10 月「欧州食品サプライチェーンの機能改善」（“A better 
functioning food supply chain in Europe”）の指標のもとに事業者間の不公正取引
慣行が食品サプライチェーンの発展に障害となることを指摘して、規制の枠組み作
りに着手した。委員会は 2013 年 1 月グリーンペーパーを公表し、大規模スーパー
の供給業者に対する不公正取引慣行について、規制の法的な枠組みの基本的考え方
を提示した。拙稿「需要力濫用規制の法理論的枠組み」高千穂論叢 50 巻 1 号（2015）
34 頁以下。 



















European Sales Law）14586 条の濫用的契約条項の一般的禁止を事業者間の
取引に取り入れる。同 86 条は、以下のように規定する； 
                                                          










理論的枠組み」高千穂論叢 50 巻 1 号 34 頁以下。 
145 参照、ショネ=グリマルディアンヌ=ソフィ、齋藤哲志[訳]「ヨーロッパ共通売買法」















で及ぶ結果は許されない。その限界は、一般契約法（ドイツ BGB138 条 2 項に


































































る濫用行為の審査を行う BGH の判例において重要である。2018 年エデカ事件
BGH 判決は、19 条 2 項 5 号の実質的な正当化の判断に関し全体的条件のセッ



































































                                                          




























                                                          
150 Haucap, Heimeshoff, Klein & Wey, Wettbewerbsprobleme im Lebensmitteleinzelhandel, 
in: P. Oberender (Hrsg.), Wettbewerbsprobleme im Lebensmitteleinzelhandel 
(Duncker & Humblot, 2014；Wettbewerbsprobleme と略称), pp.11–38. 

























強みを有し、利益率が高い。See, Beck, Grajek & Wey, Estimating level effects in 
diffusion of a new technology: barcode scanning at the checkout counter, Applied 








Wettbewerbsprobleme（前掲註 150）, S.12, Wenzel, Deregulation of Shopping 
Hours: The Impact on Independent Retailers and Chain Stores, Scandinavian 
Journal of Economics, Vol. 113, No. 1(2011), pp. 145,161. 
153 Wettbewerbsprobleme（前掲註 150）, S.12-13． 
154 BkartA, B2-15/11, Sektoruntersuchung, Lebensmitteleinzelhandel, 09.2014，（後


























                                                          











































Vgl., H. Satzky, Nachfragewettbewerb und Nachfragewettbewerbsbeschränkung 
im Sinne des § 1 GWB, in; Forschungsinstitut für Wirtschaftsverfassung und 

























（2017）313 頁以下、316 頁参照。 














GWB20 条 3 項の強化改正（大規模供給業者の保護）に反対するだけでなく、
中小事業者の保護に限られた市場で有力な事業者による受動的差別の禁止規定
（旧 20 条 3 項 2 文）について、その時限立法の延長に反対し、市場支配的事
業者の場合を除く本規制の大幅な限定を主張した。これに対しケーラーは旧





















                                                          
158 公正法 4a 条に規定された攻撃的な取引行為は、以下のような内容である。 
 4a 条 1 項 1 文：「消費者又はその他の市場参加者に、それがなければ行わなかった
取引上の決定をさせ、または決定をさせるおそれのある攻撃的な取引行為をした者
は、不正に行為するものである。」 







門調査160の結果を 2014 年 12 月に公表した。食品小売業に関連するカルテル庁
の部門調査は、2009 年のドイツ酪農乳業（酪農業と乳製品加工業）に関して行



















場力の濫用的行使に係る保護（GWB20 条 1 項と 2 項の相対的市場力に係る従属性
概念）と、この場合に問題にされる保護の水準の相違から、事業者間取引で違法と
される不当な取引条件の実現を導く従属性は、公正法 4a 条 1 項 3 文で問題にされ
ない。Köhler/Bornkamm, Gesetz gegen den unlauteren Wettbewerb, 35Aufl. 
(2017), §4a, Rn.1.57. 
159 Bundeskartellamt, Sektoruntersuchung Lebensmitteleinzelhandel. Bericht gemäß 
§ 32 e GWB. Az. B2- 15/11（09. 2014）（bundeskartellamt.de の HP より入手）．
以下本稿Ⅲにおける B2- 15/11 からの引用は単にページ数のみを S.～の形式で記載
する。それ以外の本稿の箇所での引用は、BKartA B2-15/11, SU LEH と略称。 
160 カルテル庁は GWB32e 条 1 項に基づいて、国内の硬直的価格ないし競争制限又は競
争歪曲の起こりうる事情を推定させる一定の産業部門に対して、調査を行うことが
できる。S.9. 個別市場に限られず、市場の束である産業部門が対象となる。Vgl., 





















ドイツの食品小売業の総売上高の明らかに 4 分の 3 以上を占める。トップ事業
者のエデカのみがドイツ食品小売業の総売上高の 4 分の 1 以上を自らの手中に
収めることができるのであり、さらに四大地域の販売市場においては市場支配
                                                          
161 Bundeskartellamt, Sektoruntersuchng Milch, Zwischenberecht (12.2009), 
(B2-19/08), Sektoruntersuchung Milch, Endbericht (01. 2012 ) (B2-19/08)，拙稿
「ドイツ酪農乳業における需要力の濫用」高千穂論叢 48 巻 1 号（2013）61 頁以下。 
162 S.69, 397.  





















する関係においても標準立地の優位で 2 倍を示し、総販売面積で常に約 2 倍の
優位を示す。そして指導的な食品小売業者であるエデカ、レーヴェそしてシュ


































                                                          





















































176 S.99, 398-399. 


















                                                          
178 S.101,398. 食品小売業における調達額を割合でみると、食品グループで流通ブランドは
2008 年に 33％、2010 年に 39％である。なお食品小売業における流通ブランドの販売割
合は前掲Ⅰ、6 の（1）で触れた独占委員会の第 19 次報告書で 2006 年から 2010 年まで
の結果がグラフ化されている。Hauptgutachten 19, S.351（Abbildung V.3）． 
179 商品横断的な流通ブランドで価格範疇の区分では、2005 年から 2012 年にかけて低
価格帯が約 24 から 25％、プレミアムと呼ばれる高価格帯では 2005 年の 8.8％から
















                                                          
183 流通業者は自らのブランド品の拡大により、製法、包装及び品質が左右され支出増
による高いリスク負担となる。S.117. 

















































                                                          
185 S.339. 
186 食品小売業者の扱う約 5 万品目から 7 商品グループ（発泡ワイン、冷凍ピザ、焙煎
珈琲、ケチャップ、粒入りジャム、牛乳、チルドミルクコーヒードリンク）が、市








188 S.130, 399. エデカ、レーヴェ、アルディそしてシュワルツグループは、ドイツ食品
小売業の総調達額の 85％超に達する。S.155. 
 次に、供給サイドにおけるトップ事業者による寡占的な状況が示された。ⅰ）製造
業者ブランドの総売上げで供給業者トップ 4 社の割合は 65％以下になり、5 商品で
は 80％超であった。ⅱ）流通ブランドでは５商品で 90％超、2 商品でも 60％超で
























                                                          
189 S.118, 399. 







掲Ⅲ、4 の（4）註 199 の欧州委員会による 97/C 372 /03 の告知の立場となる。S.124. 
192 S.118. 





















































                                                          
199 S.400. 本報告書の 163 頁から 279 頁の個別 7 市場の調査において、重要な供給業者
による製造業者／流通の両ブランド合計の販売割合、製造業者ブランドのみの販売
割合、流通ブランドのみの販売割合が表で摘示されている。（2008/2009/2010 年の 3









えられる。S.400. BKartA, B2-23/11 (03.09. 2011)(Humann/Rügen Feinkost).本決
定の内容確認は、以下のカルテル庁年次報告によった。Tätigkeitsbericht des 




指すものとなる。Commission Notice on the definition of relevant market for the 





202 前掲 4 の（2）「需要サイドを志向した市場（Bedarfmarkten）」概念を参照。S.124. 




























Bad Neustadt (bundesgerichtshof.de の HP より入手), Rn.69. さらにこのような審
査にあたっては、商品の流れに結びついた市場の地理的範囲について、競争条件が
実際上同一であるか否か検証される。S.124. 




206 本報告書の 163 頁から 279 頁の個別 7 市場の調査において、食品小売業者とそれ以
外の代替的販売経路である、専門店／直接販売、大規模需要者、大規模流通業者、
輸出の各販売割合が示されている（2008/2009/2010 年の 3 か年）。BKartA B2-15/11, 





















                                                          
207 S.400-401. 本報告書の 163 頁から 279 頁の個別 7 市場の調査において、調達市場に
おける食品小売業者のトップグループとその余の需要者について、製造業者／流通
業者両ブランド合計、製造業者ブランドのみ、そして流通ブランドのみの各調達割
合が表で摘示されている。（2008/2009/2010 年の 3 か年）。BKartA B2-15/11, SU 
LEH, Tablle 10, 16, 22, 28, 34, 40, 46. 何れの市場も、エデカが両ブランド合計で
20～25％程度の高い割合でトップである。 
208 ドイツ食品小売業者 19 社の連邦全体における売上げ額と割合が図表化されている。
BKartA B2-15/11, SU LEH, Tablle 1.前掲註 207 参照。 
209 前掲註 207 参照。 
210 本報告書の 163 頁から 279 頁の個別 7 市場の調査において、重要な供給業者による
食品小売業者に対する製造業者／流通の両ブランド合計の販売割合、製造業者ブラ
ンドのみの販売割合、流通ブランドのみの販売割合が表で摘示されている。（2008





















                                                          
211 S.401. 





































                                                                                                                                 
選好に係る特徴は、他国消費者と比較して輸出に限界を設ける）． 
216 前掲註 206 の食品小売業者とそれ以外の代替的販売経路の販売割合を示す表によれ
ば、上記本文適示の代替的販売経路が総売上高の 35％に達しているのは、ケチャッ















































































































230 S.392, 403, 408. 



























                                                          
232 S.393, 404, 409-410. 




























達市場に対するアクセス（Zugang zu den Beschaffungsmärkten）」基準237へ
                                                          
235 S.404-405. 
236 B2-15/11, SU LEH（前掲註 159），S.29. 


















                                                                                                                                 
Perspektiven（18.09.2008）（bundeskartellamt.de の HP より入手），S.7-8（下流
の販売市場における他の競争者との関係で市場支配が存在するかを判断するため、
「調達市場における優越したアクセス」が確保されているかについて検討される）． 
238 B2-15/11, SU LEH（前掲註 159 参照），S.29. BkartA, Beschluss, 30.06.2008,B2–
333/07- “EDEKA/PLUS”（bundeskartellamt.deのHPより入手；BkartA,B2–333/07
と略称），S.127. 


















（１）取引先転換の可能性基準の導入（第 5 次 GWB 改正）の意義 
（a）流通分野の展開に直面し合併規制の機能力を高める立法者意図 
既に第 5 次改正（1989 年）により、市場の相手方に係る取引先転換の可能
性（規範名宛人との取引を放棄する困難）の基準が、旧 GWB19 条 2 項 1 号 1
文、同 2 号に導入されていた242。第 8 次 GWB 改正により、現行の GWB18 条
3 項 8 号（「他の事業者に回避する可能性」）になった243。この拡大は合併事案
における流通業に固有の規制強化を、供給業者による競争上の活動の確保と達
                                                                                                                                 
上の問題を導くことが懸念される。BkartA, B2-333/07（前掲、註 238）, S.103-104. 





















242 B2-15/11, SU LEH（前掲Ⅲ、註 159），S.29. Bergmann, Nachfragemacht in der 
Fusionskontrolle（1989）, S.108． 




















                                                          












に対処するためである。BT-Drucks. 11/4610, S.18. 
245 B2-15/11, SU LEH（前掲Ⅲ、註 159），S.29. Möschel, in Immenga/Mästmacker, 
GWB, 4 Aufl .（2007）, §19, Rn.72. 







し、立法者が対応した。前述の第 5 次 GWB 改正における取引先転換の可能性













                                                          
247 Vgl., B2-15/11, SU LEH（前掲註 159），S.30. 
248 BKartA, B2-96/14（前掲註 124）Rn.597. 








的確に把握できていない。BKartA, B2-96/14（前掲註 124）, Rn.598. Kallfaß, in 
Bunte/Langen, Kartellrecht, 13Aufl.(2018), §36, Rn.16. 
251 欧州における企業結合規制における「単独行為による市場支配力」の分析について
紹介する以下の論稿を参照、林秀弥「株式保有の競争制限効果と競争法（2・完）：『単


















検討を行う。19 条 2 項 5 号の需要力濫用禁止に係る審査基準に関し、参考とな
る調達市場に関する合併の審査基準は、以下のようにまとめられる256。 
カルテル庁は、2015 年のエデカ／テンゲルマン合併の審査に際し、前述した
                                                                                                                                 






BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.599. 
253 B2-15/11, SU LEH（前掲Ⅲ、註 159），S.27．BKartA, B2-96/14（前掲註 124）Rn.611.
なお、下記の（2-2）（b）を参照。 
254 EU 競争法の SIEC テストによる合併審査基準において、合併当事者間の競争の緊密
性（closenes of competition betweeen the merging parties）が販売市場で問題にさ
れる。Vgl., A.Jones & B.Sufrin, EU Competition Law, 6th Ed. (2016), 1144. 
255 B2-15/11, SU LEH（前掲Ⅲ、註 159 参照），S.27. 


























上記第 8 次 GWB 改正により 36 条 1 項は、有効な競争の著しい阻害の基準
により合併禁止を規定し、さらに「とりわけ」として、市場支配的地位の発生
                                                          
257 前掲、「Ⅲ．2014 年カルテル庁食品小売業部門調査」を参照。 
258 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.593． 
259 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.594. 



























                                                          
261 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.597. 
262 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.598. 
263 BKartA, B2-96/14（前掲註 124）, Rn.601. 




























                                                          
265 BKartA, B2-96/14, Rn.602. 
266 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.603. 
267 B2-15/11, SU LEH（前掲註 159），S.20. 
268 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.604. 
269 BKartA, B2-96/14（前掲註 124），Rn.605. 
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Ⅴ．2002 年メトロ事件 BGH 判決（契約条件の調整及び協賛金事件） 
１．事実の概要（カルテル庁決定による） 
メトロは競合スーパーのアルカウフの買収に関し、1998 年年 1 月 1 日カル








上記の要求についてカルテル庁は、1999 年 2 月 26 日 GWB 違反を理由とす
る差止命令を下した271。実質的な正当化を欠く被疑違反行為に係り、要求を受
けた供給業者（食料品供給業者 20 社）は全て 5 億マルク以下の総売上額であ
り、メトロ／アルカウフに対する売上げ（取引依存度）は各社の総売上の少な




条 3 項 2 号違反に該当するとした。 
控訴裁判所はカルテル庁の差止命令を取り消したが、カルテル庁は、法律問
題に係る上告をした。以下に、BGH のカルテル庁決定を否認した判決（2002
                                                          
270 前掲Ⅳ、3、の（1）及び前掲註 244 を参照。 
271 BkartA,26.2.1999-B9-51100-TV-133/98, BB1999, 706. 
ドイツ需要力濫用規制の問題点 
89 


















メトロ事件におけるカルテル庁の規制は、規範名宛人の禁止規定（旧 20 条 3
項 2 文）に係り、旧法の GWB20 条 2 項１文の意味における従属性の推定（他
の取引先への十分かつ合理的な回避可能性を有するものでない）を、供給業者
のメトロに対する売上げがその総売上げの 7.5％の数値で満たすとした。 
                                                          



































                                                          
273 BGH, 24.9.2002, KVR8/01-“Konditionenanpassung”, S.11-12, GRUR2002, S.83. 

















Favorit 事件 1984 年 BGH 判決による搾取濫用規制における取引条件の全体的
観察をする手法と相即的である。そしてエデカ事件の BGH 判決は、このよう
に取引条件の全体的観察をして実質的正当化の判断をするべきであるとして、










                                                          





















３．「優位の条件（Vorzugsbedingungen）」（旧 GWB20 条 3 項 1 文）の解釈 
（１）市場における優位の捉え方（垂直的関係と水平的関係） 




                                                          
276 Köhler, Zur Auslegung, Anwendung und Reform des §20 Abs. 3 GWB, in: Keller, 




























                                                          
278 かかる控訴裁判所の判旨は、BGH 判決の要約によった。Vgl., BGH, 24.9.2002, 
KVR8/01-“Konditionenanpassung”, GRUR2003, S.11-12． 
279 BkartA, 26.2.1999-B9-51100-TV-133/98, BB 1999, 708. 



























                                                          
281 BGH,“Konditionenanpassung”, GRUR2002, S.83. 
282 BGH,“Konditionenanpassung”, GRUR2002, S.83. 
283 Köhler, Auslegung（前掲註 276），S.693.698 





























                                                          
285 前掲Ⅰ、4 の「（2）『優位の条件』から『利益』への転換」を参照。 
286 Köhler, Zur Kontrolle der Nachfragemacht nach dem neuen GWB und dem 



















４．旧 GWB20 条 3 項の保護対象 
（１）受動差別禁止と供給業者保護 




                                                          
287 BGH, 24.9.2002, KVR8/01- “Konditionenanpassung”, S.14-15,GRUR2002,S.83. 
288 BGH, 24.9.2002, KVR8/01- “Konditionenanpassung“, S.14-15,GRUR2002,S.84. 
289 Köhler, Auslegung（前掲註 276），S. 693, 701（カルテル法の保護目的から、供給
業者について契約関係の継続は利益として評価されない）． 
290 Northdurft, in Langen/Bunte, Kartellrecht,13 aufl.(2018), §19 Rn.264. 


















                                                          
292 Vgl., Köhler, Auslegung（前掲註 276）,S.694. 
293 BGH, 24.9.2002, KVR8/01-“Konditionenanpassung”, S.20, GRUR2002, S.83. 
98 
【付録】表1；カルテル庁年次報告書による手続き数 
*1990 年度の州カルテル庁の開始手続きの内 2 件は他権限庁へ引き渡された。 
**2001 年度の州カルテル庁の開始手続きの内 1 件は他権限庁へ引き渡された。 















































































1981 4   2 2  1  2000         
1982 11  3 8    1 2001 1    2**   1 
1983 12  2 10     2002         
1984 2   2 3  2 1 2003 1        
1985 8   8     2004 1    1   1 
1986 2   2     2005         
1987 3  1 2     2006         
1988 2  1 1     2007         
1989         2008     1    
1990     4*    2009 3        
1991     2   1 2010         
1992     1   1 2011   1      
1993     1   1 2012         
1994         2013         
1995     3   3 2014         
1996         2015 1   1     
1997     1   2 2016 1   3     
1998     1   1 2017         
1999     2   2 2018         
